身体拘束等の適正化のための指針

1． 基本的な考え方
エイド・サポートグループホーム（以下「施設」という。）は、運営する共同生活援助事業所において、原則として身体拘束およびその他の行動制限を禁止する。
これは、利用者の生活の自由を制限することであり、利用者の尊厳ある生活を阻むものであり、利用者の尊厳と主体性を尊重し、拘束を安易に正当化することなく職員一人一人が身体的・精神的弊害を理解し、拘束廃止に向けた意識を持ち、拘束しない支援に努めることとする。

2． 体制
（1） 　　　目的
身体拘束の適正化に努める観点から、「身体拘束適正化委員会」（以下「委員会」という。）を設置する。

（2） 委員会の構成
委員会は、次に掲げる者で構成する。
（a）管理者（施設全体の管理責任者、委員長を務める）
（b）サービス管理責任者（サービス提供に関する責任者）
（ｃ）世話人相談係（現場の支援員の支持、相談窓口）
（d）世話人（日常的な支援を行う）

※管理者は、上記(c)、(d)の中から委員会の開催に出席する者を指名し、施設内の身体拘束適正化のための具体的な原案を作成し、委員会に提案する。

（3） 委員会の業務
委員会は、委員長の招集により、会議の定例開催（おおむね1年に1回）を行い、身体拘束に対する知識を深め、全職員に対する研修、指導内容を協議し、日常的な業務（支援方法）の検討を行う。
さらに必要に応じて臨時で委員会を開催し、現場で起きた事例を議題にあげ、報告書を集計、分析し、発生原因や結果をまとめ検討する。
またやむを得ない状況に行う身体拘束等について報告するための様式を整備する。


3． 身体拘束適正化のための研修プログラム
施設の全職員に対し、身体拘束に対する基礎的な内容を研修資料として、普及・啓発するとともに、日常的な支援の具体例をあげながら、適切な支援方法を実践できる研修（おおむね1年に1回以上）を実施する。
また、新規採用者に対する身体拘束適正化のためのマニュアルを用いて、全ての職員が身体拘束適正化のための対策を行えるようにする。

4． 身体拘束等発生時の対応に関する基本方針
本人または利用者の生命または身体を保護するための措置として、緊急やむを得ず、身体拘束等行わなければならない場合は、以下の手順に従って実施する。
（1） 徘徊、施設を飛び出す際は、一時的に身体を抑える、鍵をかける。
（２）転落など、ケガの危険性がある際は、ベッドに体幹や四股を紐などで縛る
（３）自分で降りられないようなベッドの場合は柵で囲む
（４）車いすから落ちたりしないように、Y字型高速帯や腰ベルトをつける
（５）他人への危害を防ぐために、椅子やベッドに縛る、鍵を施錠する
（６）錯乱した際は、医師の指示のもと職員が頓服薬を強制的に服用させる

5． 身体拘束発生時の報告方法に関する基本方針
（１）身体拘束発生時の状況の報告と記録
身体拘束を行った場合や、それが疑われる状況が生じた場合には、行った者が速やかに状況の有無（発生した日時、経緯、細かな内容）について、事故トラブル報告書に記入するとともに、身体拘束に関する統括責任者である管理者に直接報告する。

（２）報告の事実確認
管理者は、身体拘束に関する報告を受けた場合、速やかに関係するすべての者に対し、事実確認の調査を行い、把握に努めることとする。

（３）身体拘束・再発防止策の検討
事実確認の結果と報告書をもとに委員会を臨時で開催し、施設内で当該事案がなぜ発生したかを検証し、行った身体拘束が適切だったか、他に適切な支援方法がなかったかを議論し、原因になる問題の除去と、再発防止策を作成し、全職員に対し周知を講じる。

（４）行政機関への報告
管理者は、身体拘束が発生した場合や、それが疑われる状況だと判断した場合は、速やかに船橋市市役所、指導監査課、障害福祉サービス担当者へ事実を報告するとともに、委員会で話し合った内容を報告する。

（５）説明責任
全ての事実確認を行い、委員会にて協議した内容について、必要に応じ、関係者並びに関係機関、地域住民に対して説明し、報告する。

6． 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
利用者は、いつでも本指針を閲覧することができるよう、当施設の各ホームに掲示を行い、いつでも閲覧が可能な状態とする。
また、利用者の家族においても必要に応じて、いつでも開示を行うこととする。

7． その他
指針の見直しについては、本指針、委員会規定、マニュアル、研修資料は委員会において定期的に見直しし、管理者（委員長）の承認を得て改正することとする。







（附則）
この指針は、令和4年4月1日から施行する。
この指針は、令和5年4月1日から施行する。
この指針は、令和6年4月1日から施行する。
この指針は、令和7年4月1日から施行する。
この指針は、令和8年7月1日から施行する。

